様式第１号（第８条関係）
                                                  　　 　
　年　月　日
　
公益財団法人えひめ産業振興財団

理事長　　　　　　　  様
                                            住　所
                                           (団体名・屋号)

                                            氏　名                   　　　　　印
愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金応募申込書
　愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金項交付要綱第８条の規定により、次のとおり応募申込書を提出します。
記
１　添付書類

	申請書類
	その他

	①　別紙１(事業の概要)
②　別紙２(収支計算)
③　別紙３(法人設立概要)
④　別紙４(提出者の概要)
⑤　別紙５（移住意向確認書）
　⑥　別紙6　(反社会勢力でないこ
との誓約書)
	①愛媛県が課税するすべての県税(個人県民税及び地方消費税を除く。)に未納がないことを証する書類(納税証明書)(正本１部)
②法人の役員に就任している場合、当該法人の履歴事項全部証明書
※応募日前日から3か月以内に発行されたもの。

③個人の場合には次の書類
　住民票（正本１部）
※応募日前日から3か月以内に発行されたもの。
④個人事業主の場合には次の書類

開業届、直近３期分の確定申告書(各写し１部)
※開業届を提出していない場合は、所得証明書（写し1部）

⑤その他既存の資料等で団体の活動状況がわかるもの(会則･規約等)


２　連絡先

	電話番号
	(     )   -      

	ファックス番号
	(     )   -      

	E-mail
	


(備考)用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

別紙１
事業の概要

	項　目
	内　　　　　容

	１．事　 業 　名
	

	２．事業実施期間
	年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日

	３．創業の動機・目的
	

	３. 解決する地域課題
	

	４. 活用する地域資源
	

	５．事  業  概  要
	

	６．事業の独自性・
セールスポイント 
	

	７．本事業の課題
　　及び解決策
	

	８．新規法人設立の
概要
　


	

	9.事業実施場所

	

	10．事業に関する代表者の経験・能力・資格等
	代表者　生年月日　　　　　年　　月　　日生　（　　歳）※申請日現在

　　　　職　　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本事業に関する経験等

	11.EGFアワード受賞又は応募状況
	


○事業の詳細

①事業及び商品・サービスの概要

	


②類似事業の有無、その事業との違い（優位性及び弱点）
	


③市場規模（ターゲット層、顧客数、対象エリア、市場の状況、将来性）

	


④販売方法等（顧客確保の方策、販売価格、販売方法、ＰＲ方法）

	


⑤成果目標
	補助期間中の売上計画額

	円


⑥事業スケジュール

ア補助事業期間の事業スケジュールを具体的に記載してください。

	　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：


イ補助事業期間終了後の事業展開予定・スケジュールに雇用計画、収支見込を含め、将来展望について、その概要を記載してください。

	　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：

　　年　　月：


⑦補助内容及び効果の見込み

	


⑧事業実施に必要な許認可等の内容及びその見込

	


⑨補助金の交付を受けた実績又は申請中の補助金

	（※）応募事業に関連して従来補助金の交付を受けた実績や、現在申請中の他の補助金があれば、その名称、交付者、交付金額及び交付年度を記入すること。


※それぞれの記入欄については、適宜、枠を調整するとともに、「別紙１－１／事業の概要」から「事業の詳細①～⑨」について、【合計４枚以内】に収まるようにしてください。記載しきれない内容については、追加資料（枚数制限なし）で対応して下さい。
別紙２
○事業経費一覧表（全体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	経費区分
	名　称
	積　算　内　訳
	補助事業に要
する経費
	補助対象経費

(消費税等を除く)
	補助金交付
申請額

	(1)
人件費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(2)
店舗等借料
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(3)

設備費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(4)

原材料費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(5)
借　料
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(6)
知的財産権等関連経費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(7)

謝　金
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(8)

旅　費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(9)

外注費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(10)

委託費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(11)

マーケティン
グ調査費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	(12)

広報費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


○資金計画（全体）　　　　　　　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)
	区　　分
	補助事業に要する経費
	資金調達先

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合計額
	
	


※補助対象に該当する期間の事業経費及び資金計画を記入のこと
○損益計算及びキャッシュフロー計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	     　　　　　 決算期

項　目
	年　月期決算
	年　月期決算
	年　月期決算

	前期繰越金(Ａ)
	
	
	

	収入
	売　　上
	
	
	

	
	その他の収入
	
	
	

	
	収入合計(Ｂ)
	
	
	

	支出
	仕入原価
	
	
	

	
	人件費
	
	
	

	
	その他の支出
	
	
	

	
	支払合計(Ｃ)
	
	
	

	減価償却費(Ｄ)
	
	
	

	当期収支差額(Ｅ)(B-C-D)
	
	
	

	助　成　金(Ｆ)
	
	
	

	自己資金(Ｇ)
	
	
	

	借　入　金(Ｈ)
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	設備投資(Ｉ)
	
	
	

	借入金返済(Ｊ)
	
	
	

	次期繰越(A+B-C+F+G+H-I-J)
	
	
	


※収入及び支出については、積算内訳を明記すること。
別紙３
○法人設立概要

	設立（予定）法人名
	

	法人設立（予定）日
	

	法人設立（予定）場所
	

	資本金（予定）
	千円

	従業員数（予定）
	人

	代表者（予定）
	

	出資（予定）者
	

	
	

	
	

	
	

	
	


○これまでの収支状況(直近３年間について記入)※個人事業主

	
	　年　月期
	　年　月期
	　年　月期

	売上高
	千円
	千円
	千円

	経常利益

（所得金額）
	千円
	千円
	千円


○事業への協力者

地元市町、商工会議所、地域グループなど申請事業に関する協力者を記載してください。

	


別紙４(個人用)
提　出　者　の　概　要（個人用）
　
	フリガナ
氏　　名
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（満　　才）

	自宅住所
	(〒　　-　　)

　　

              　　　　　　　　　　TEL(　　-　　-　　)   FAX(　　-　　-　　)

	最終学歴
	昭・平　　年　　月
	  　　　　　　　　　　　　　　　　　　卒業・卒業見込

	職　歴
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	研究歴・専攻・保有する資格



	・今までに蓄積した知識・技能

・今までに経験した職種・事業



	保有特許等の有無
	有　・　無
	保有特許等の件数
	

	主な特許・実用新案等の名称


別紙４(個人事業主用)
提　出　者　の　概　要（個人事業主）
　
	フリガナ
屋　号
	
	創　業
年月日
	年　　月　　日

	住　所
	(〒　　-　　)

　　

              　　　　　　　　　　TEL(　　-　　-　　)   FAX(　　-　　-　　)

	代表者
氏　名
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（満　　才）

	代表者
住　所
	(〒　　-　　)

　　

              　　　　　　　　　　TEL(　　-　　-　　)   FAX(　　-　　-　　)

	事業内容
	

	事業収入
	（直近）　　　　　　　　　　　　　千円

	代表者
職　歴
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	
	昭・平　　年　　月
	

	研究歴・専攻・保有する資格



	・今までに蓄積した知識・技能

・今までに経験した職種・事業



	保有特許等の有無
	有　・　無
	保有特許等の件数
	

	主な特許・実用新案等の名称


別紙5(移住者用)
移住意向確認書

　公益財団法人えひめ産業振興財団
　　理事長　　　　　　　　　　　様
　愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金の申請にあたり、補助金の採択が決定した後は、愛媛県に移住し、愛媛県内において創業いたします。
　　　年　　月　　日

住　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞
別紙6

平成　　年　　月　　日

公益社団法人えひめ産業振興財団

理事長　　　　　　　　　　様

申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　印

暴力団排除に関する誓約書

私は、下記の「愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金の申請にあたり不適当な者」のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

　　　　　愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金の申請にあたり適当な者

１ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき
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